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一
般
会
計
と
国
保
特
別

会
計
で
、
収
納
対
策
員
を
そ

れ
ぞ
れ
１
名
、
合
計
２
名
配

置
し
て
い
る
が
、
町
税
と
国

民
健
康
保
険
税
だ
け
徴
収
し

て
い
る
の
か
。
徴
収
額
は
ど

れ
く
ら
い
か
。

（
税
務
課
）

　

町
税
と
国
民
健
康
保
険
税
、

介
護
保
険
料
、
後
期
高
齢
者

医
療
保
険
料
を
併
せ
て
徴
収

し
て
い
る
。
徴
収
額
は
、
１

５
０
０
万
円
程
に
な
る
。

東
京
で
は
、
民
間
に
徴

収
を
委
託
し
て
い
る
と
こ
ろ

が
あ
る
が
、
民
間
委
託
も
考

え
て
は
ど
う
か
。

（
税
務
課
）

　

民
間
委
託
の
コ
ス
ト
や
ど

こ
ま
で
や
る
の
か
を
研
究
を

し
て
い
る
。
他
市
町
村
と
も

研
究
し
な
が
ら
、
よ
り
良
い

方
法
を
考
え
て
い
る
。

29
年
度
決
算
に
お
け
る

実
質
公
債
費
比
率
は
ど
の
く

ら
い
か
。

（
政
策
推
進
課
）

　

28
年
度
よ
り
０
・
２
ポ
イ

ン
ト
下
が
り
５
・
７
％
と
な

っ
て
い
る
。

今
後
の
実
質
公
債
費
比

率
の
見
込
み
は
ど
う
な
っ
て

い
る
か
。

（
政
策
推
進
課
）

　

学
校
建
設
を
見
込
む
と
、

最
大
11
％
ぐ
ら
い
ま
で
上
が

っ
て
く
る
予
定
。
こ
れ
に
は
、

駅
周
辺
の
整
備
は
見
込
ん
で

い
な
い
の
で
、
そ
の
都
度
提

示
し
て
い
く
。

女
性
活
躍
推
進
計
画
策

定
委
託
料
１
２
４
０
万
円
の

成
果
と
、
今
後
の
進
め
方
は

ど
う
な
る
か
。

（
定
住
少
子
化
担
当
室
）

　

男
女
共
同
参
画
社
会
基
本

法
等
に
基
づ
く
男
女
共
同
参

画
プ
ラ
ン
、
女
性
活
躍
総
合

戦
略
の
２
つ
の
計
画
を
策
定

し
た
。
町
民
の
皆
さ
ま
に
も

意
識
を
持
っ
て
い
た
だ
く
た

め
、
既
に
セ
ミ
ナ
ー
や
勉
強

会
を
実
施
し
て
い
る
。

都
市
整
備
事
業
費
の
不

用
額
が
相
当
あ
る
が
、
そ
の

理
由
を
説
明
さ
れ
た
い
。

（
ま
ち
づ
く
り
課
）

　

南
口
駅
前
広
場
整
備
工
事

に
伴
う
用
地
買
収
費
及
び
建

物
補
償
が
、
契
約
に
至
ら
な

か
っ
た
こ
と
で
、
不
用
額
に

計
上
し
た
。

南
口
駅
前
広
場
整
備
事

業
の
進
捗
状
況
は
、
ど
う
な

っ
て
い
る
か
。

（
ま
ち
づ
く
り
課
）

　

全
体
事
業
費
は
12
億
１
千

万
円
程
を
予
定
し
て
お
り
、

29
年
度
ま
で
に
６
億
１
千
万

円
程
を
支
出
し
て
い
る
。
残

り
の
事
業
は
、
用
地
取
得
・

建
物
の
補
償
、
駅
前
の
広
場

の
歩
道
、
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
等

の
工
事
が
あ
る
。

収

支

・

財

政

議
会
で
、
寄
地
区
は
合
併
処

理
浄
化
槽
で
整
備
し
て
い
く

答
申
を
い
た
だ
い
た
。
今
後
、

合
併
処
理
浄
化
槽
の
整
備
計

画
を
作
成
す
る
。

平成29年度 会計別決算の状況
9会計の歳入決算額 ⇒ 82億2701万円　前年度比 ＋3.8％

南口整備は今後も予定されている

計画書に基づき事業展開される

　実質公債費比率とは、地方公共団体の借

入金（地方債）の返済額（公債費）の大き

さを、その地方公共団体の財政規模に対す

る割合で表したものです。

　18％以上だと、新たな借金をするために

国や都道府県の許可が必要。２５％以上だと

借金を制限されます。

※１万円未満を四捨五入しているので、合計が一致しない場合があります。

… 市町村が独自に調達できる財源　 ⇒町税、手数料、使用料、諸収入、分担金 他自主財源
… 国や県から交付される財源や借金　 ⇒地方交付税、国県支出金、町債 他依存財源

一般会計の歳入額
45億7797万円　前年度比＋4.9％
自主財源

22億5683万円
依存財源

23億2114万円

①国民健康保険事業特別会計　17億2947万円　　②介護保険事業特別会計　10億5194万円
③その他６会計の合計　　　　 8億6764万円

・下水道事業特別会計 　　　　３億4624万円　　　・上水道事業会計　 　　２億2133万円
・後期高齢者医療特別会計 　　１億7961万円　　　・国保診療所事業特別会計　 7464万円
・寄簡易水道事業特別会計 　　　　3912万円　　　・用地取得特別会計　 　　　 670万円

特別会計・企業会計の歳入額
36億4904万円　前年度比＋2.6％

① ② ③


